
法
人
会
か
ら
の
提
言

主要先進国の債務残高（対GDP比）

（出所） IMF “World Economic Outlook”（2023年10月） （注1）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を

合わせたもの）ベース。 （注2）日本は、2022年から2024年が推計値。それ以外の国は、2023年及び2024年が推計値。
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中小企業を中心として全国約70万社の会員企業で構成される“経営者の団体”「公益財団法人 全国法人会総連合 （略称：全法連）」は、9月19日開催の理事会

において「令和7年度税制改正に関する提言」を決議しました。新型コロナの世界的な流行が収束し、我が国における社会・経済活動もほぼ以前の状態に

回復したと言えます。ただ、日本では100兆円規模とされる莫大なコロナ危機対応予算を計上したことで、国と地方を合わせた長期債務残高は、本年3月末で

1,285兆円を突破しました。安定的な経済成長と日本経済の持続可能性

を高めるためには、財政健全化に向けて財政規律を回復させることが

重要です。本年3月、日本銀行は消費者物価の上昇などに対応してマイナス

金利政策を解除し、17年ぶりに金利の引き上げに踏み切り、さらに7月には

追加利上げも実施しました。「金利のある世界」への回帰を踏まえ、安定的

な税・財政運営のために新たな財政再建目標の策定は急務であると考え

ます。また、地域経済や雇用の担い手である中小企業は、地域活性化の

中心的な役割を担っています。地方創生を支える観点からも事業承継を

含め、中小企業に対するきめ細かな税財政上の支援は欠かせません。

意見広告

令和7年度税制改正に関する提言（概要）

１．財政健全化に向けて
・本年6月から始まった定額減税は、企業や地方自治体に多大な事務負担を強いている。マイナンバーを活用する
などして給付対象を限定し、より高い政策効果を目指すべきであった。与党内では物価高などを背景に来年も
継続するように求める声もあるが、政策効果が不透明で企業の事務負担が重い減税は継続すべきではない。
・こども・子育て政策（加速化プラン）として、2028年度までに年間3.6兆円の予算規模とする方針だが、この
財源は社会保障の歳出改革や医療保険料に上乗せして徴収する「支援金制度」などで賄うとしているが、
現役世代への実質的な隠れ増税と言える。政府は負担の議論から逃げず、消費税を含めた安定的な財源
確保策を検討し、持続可能な社会保障制度の確立と財政健全化の両立を目指すべきである。

２．企業への過度な保険料負担の抑制
・中小企業は物価高騰に直面する中で、最低賃金の大幅な引き上げや物価上昇を上回る賃上げが求められて
おり、厳しい経営を強いられている。企業に対する過度な保険料負担を抑え、経済成長を阻害しないような
  社会保障制度の確立が求められる。
・配偶者控除等の税の問題や年金等の社会保障の問題は、就労調整が行われる一つの要因であり、人手不足
  に直面する中小企業にとって重要なテーマである。女性の就労を支援する政策を含め、税と社会保障の問題
  を一括して議論する必要がある。

３．行政改革の徹底等
・ 行政改革を徹底するに当たっては、地方を含めた政府・議会自らが「まず隗より始めよ」の精神に基づき、率先
  して身を削らなければならない。
・今般の政治資金をめぐる問題については、多くの国会議員が法的な責任を免れるなど、国民の納税意欲を著しく
  阻害するものとなった。国民の政治に対する不信感は極度に高まっていると厳しく認識し、政治資金規正法の不断
  の見直しなどに取り組み、政治資金に関する透明性の向上や使途の適正化、罰則の厳格化を図るべきである。

１．中小企業の活性化に資する税制措置
中小企業は地域経済の担い手であるだけでなく、日本経済の礎でもある。とくに中小・零細企業は企業全体の
9割以上、国内雇用の7割を占めている。そうした企業が将来にわたって存在感を発揮するためには、中小企業
の活性化が不可欠である。
（1）中小法人に適用される軽減税率の特例15％の本則化、適用所得金額の引き上げ。
（2）「中小企業投資促進税制」、「少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置」の拡充、本則化。
（3）中小企業の事務負担軽減　等

２．事業承継税制の拡充
我が国企業の大半を占める中小企業は、地域経済の活性化や雇用の確保などに大きく貢献している。 中小企業
が相続税の負担等によって円滑な事業の承継ができなくなれば、経済・社会の根幹が揺らぐことになる。
（1）事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事業承継税制の創設
（2）取引相場のない株式の評価の見直し
（3）相続税、贈与税の納税猶予制度の充実

３．消費税をめぐる事務負担の軽減
政府は軽減税率制度とインボイス制度について、国民や事業者への影響のほか、低所得者対策の効果等を
検証する必要があり、問題があれば制度の是非を含めてその見直しを求める。
（1）インボイス制度は導入されたが、国は、引き続き、事業者に混乱が生じないよう制度の周知を徹底するとと
　 もに、事務負担が軽減するような環境整備が必要である。また、課税事業者が免税事業者と取引を行う際、
　 取引価格の引き下げや取引の停止などの不利益を与えないよう、実効性の高い対策をとるべきである。
（2）消費税の滞納防止は税率の引き上げやインボイス制度の導入に伴ってより重要な課題となっている。消費
　  税の制度、執行面においてさらなる対策を講じる必要がある。

Ⅰ 税・財政改革のあり方 Ⅱ 経済活性化と中小企業対策

提言書の全文は、全法連ホームページに掲載しておりますので、ご覧ください。

https://www.zenkokuhojinkai.or.jp

法人会とは
私たち法人会は、中小企業を中心として全国約70万社の会員企業を擁する団体です。41都道県に440の単位法人会が組織され、創設以来70年にわたり、国の根幹ともいえる「税」の分野を中心とした活動を全国的に展開し、申告納税制度の維持・発展に寄与してまいりました。近年は、

我が国の将来を見据えた税の提言や各種研修会の開催、地域社会貢献活動に加え、次代を担う児童への租税教育や税の啓発活動、さらには企業の税務コンプライアンス向上に資する取り組みにも力を注いでいます。また、法人会青年部会を中心に、社会保障給付の抑制と安定的な国の

歳入確保に資するため「財政健全化のための健康経営プロジェクト」を展開し、①「健康経営」※を柱にした企業の活力向上がもたらす税収の増加、②適切な医療利用による医療費の適正化に向けたアクションプランに取り組んでいます。※健康経営はNPO法人健康経営協会の登録商標です。


